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国費外国人留学生制度



１

国費外国人留学生制度の概要

【事業概要】国費外国人留学生に対し、留学生活に必要な費用として奨学金等（下図の３つ）を給付

【実施期間】 昭和２９年度～

【予算額】 令和７年度概算要求：１８５億円（令和６年度当初予算：１８２億円）

【受給者数】１１，１４９名（令和５年度）

（出典）文科省公表資料を基に作成

①給与（奨学金） ②教育費 ③渡日・帰国旅費
留学生活に必要な費用 ※地域加算有
・大学院レベル
【研究生】143,000円 【修士】144,000円
【博士】  145,000円
・学部レベル 117,000円

授業料、入学金、入学検定料等 往復航空券



2

日本における留学支援・留学生交流の現状

（出典）文科省公表資料を基に作成

留学生交流の推進に関する文部科学省予算
※令和７年度要求・要望額（前年度予算額）

日本人留学生の推移
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※緑は年度単位、紺は年単位で把握

２．大学等の留学生交流の充実
（１）大学等の留学生交流の支援等
奨学金等支給による経済的負担の軽減。海外大学との協定に基づく留学生派遣の支援及び急
激な物価上昇・為替変動に伴う奨学金単価を拡充（早期留学経験により留学機運を醸成しつ
つ中長期留学の重点的促進）するとともに、世界トップ大学の理系博士課程への留学支援を推
進する。
●大学等の海外留学支援制度       135億円（89億円）
〈協定派遣型〉   88億円（55億円）     〈学位取得型〉 大学院： 17億円（9億円）  

  〈協定受入型〉 17億円（17億円）        学部： 12億円（7億円） 等

（２）優秀な外国人留学生の戦略的な受入れ

※留学生受入れ促進プログラム等の金額を除くと
 27億円（27億円）
・留学生宿舎の運営 ・日本留学試験の実施 等

406億円（346億円）

135億円（89億円）

271億円（257億円）

戦略的な留学生受入れのための情報収集・分析、海外における関係機関の連携により日本留
学に関する情報発信を強化し、優秀な外国人留学生の我が国への受入れを促進する。
また、世界から優秀な学生を受け入れ、国内定着を促進するため、奨学金を戦略的に確保し、
外国人留学生の国内就職等に資する取組を支援する。

●(独)日本学生支援機構運営費交付金
（留学生事業）  61億円（61億円）

●留学生就職促進プログラム 1億円（1億円）
 （令和5年度‐令和7年度：３拠点）

●日本留学促進のための海外ネットワーク機
能強化事業     6億円（5億円）
        （令和6年度‐令和10年度：6拠点）

●外国人留学生奨学金制度 228億円（224億円）
 ・国費外国人留学生制度         185億円（182億円）

 ・留学生受入れ促進プログラム         32億円（32億円）
・高度外国人材育成課程履修支援制度2億円（2億円）等

●(独)日本学生支援機構施設整備費
   9億円（－）

※留学生受入れ促進プログラム等の金額を除くと
 27億円（27億円）
・留学生宿舎の運営 ・日本留学試験の実施 等



国費外国人留学生現地選考試験問題作成委託費  0.5億円 （0.5億円）
諸外国の優秀な留学生を選抜するため、国費外国人留学生制度（大使館推薦）に相応しい試験問題を作成。
留学生受入れ促進プログラム（予約枠）        32.5億円 （32.5億円） の一部
我が国の高等教育機関の国際化に資することを目的として、渡日前の予約採用等に重点化することにより、現地における
大学等の入学許可を促進し、優秀な外国人留学生を戦略的に確保する。

 留学生就職促進プログラム           0.9億円（0.9億円）
 各大学が地域の自治体や産業界と連携し、就職に必要なスキルである「ビジネス日本語」「キャリア教育（日本企業論
等）」「中長期インターンシップ」を一体として学ぶ環境を創設する取組を支援し、外国人留学生の我が国での定着を図る
とともに、日本留学の魅力を高め、諸外国から我が国への留学生増加を図る。

日本留学促進のための海外ネットワーク機能強化事業         6.3億円 （4.8億円）
ASEANやインド等の重点地域を中心に、在外公館や関係機関、企業との連携のもと、学生の早期からのリクルートや帰
国後のフォローアップまでを一体的に促進する日本留学サポート体制の強化を図る。

外国人留学生奨学金制度 226億円（222億円）
・国費外国人留学生制度                   185.3億円（ 11,157人）
 ・留学生受入れ促進プログラム   32.5億円（   6,611人） 【再掲】
 ・高度外国人材育成課程履修支援制度    1.9億円（  800人） 等

      ※参考：海外留学支援制度（協定受入）  16.6億円（  5,200人）

外国政府派遣留学生の予備教育等 １.0億円（1.0億円）
中国及びマレーシアの政府派遣留学生を受け入れるにあたり、現地へ教員を派遣し、日本語及び教科教育等を支援。

（独）日本学生支援機構運営費交付金（留学生事業）    61.3億円 （61.2億円）
日本留学試験の着実な実施、留学生宿舎の運営、奨学金の支給等を実施。                                   ※留学生受入れ促進プログラムの金額を含む

１．日本留学への誘い

２．入試・入学・入国の
入り口の改善

３．大学等の
グローバル化の推進

４．受入れ環境づくり

５．卒業・修了後の
社会の受入れの
推進

大学の国際化によるソーシャルインパクト創出支援事業：18億円（18億円）
大学の世界展開力強化事業：17億円（13億円）

（独）日本学生支援機構施設整備費補助金    8.9億円 （ － ）
 国際交流施設等の整備を実施。 ３

外国人留学生の受入れに係る各種事業

（出典）文科省資料を基に作成

令和７年度要求・要望額 ： 271億円（前年度予算額 ： 257億円）



外国人留学生の受入れに関する政府方針
統合イノベーション戦略 2023 （令和５年６月９日閣議決定）（抄）

Ⅰ．コロナ後のグローバル社会を見据えた人への投資の在り方
○ 留学生交流について量を重視するこれまでの視点に加え、日本人学生の海外派遣の拡大や有望な留学生の受入れを進めるために、より
質の向上を図る視点も重視する。

Ⅱ．今後の方向性
１．留学生の派遣・受入れ
（２）外国人留学生の受入れ
○ 高い志を有する優秀な外国人留学生の戦略的受入れを推進。その際、多様な文化的背景に基づいた価値観を学び理解し合う環境創出
のために受入れ地域についてより多様化を図るとともに、大学院段階の受入れに加え、留学生比率の低い学部段階や高校段階における留学
生の受入れを促進。

未来を創造する若者の留学促進イニシアティブ（第二次提言）概要（令和５年４月27日教育未来創造会議）（抄）

2033年までの目標（外国人留学生の受入れ）

2033年までに40万人
（コロナ前31.8万人）

留学生30万人計画の受入れ増加ペースの維持

＜高校＞

外国人留学生の数
0.6万人→2万人

大学・専門学校・
日本語学校等

外国人留学生の数
31.2万人→38万人

＜ ＞

【参考】2033年までの目標（日本人留学生の派遣）

４

2033年までに50万人
（コロナ前22.2万人）

非英語圏の仏・独と同等の水準
＜高校＞

高校段階での留学者数
研修旅行（３月未満）
 4.3万人→11万人
留学（３月以上）
 0.4万人→１万人

＜大学・専門学校等＞
学位取得等を目的とする長期留
学者の数 6.2万人→15万人
協定などに基づく中短期の留学
者数 11.3万人→23万人

（出典）文科省公表資料を基に作成



レビューシートにおける成果指標

５（出典）文科省公表資料を基に作成



主な論点
● 外国人留学生の受入れの政府目標（2033年までに40万人）に対す
る本事業の寄与の大きさや求める人材について、どのように考えるのか。これ
までの見直しの効果や、外国人学生・日本人学生の留学を取り巻く現状、
費用対効果も踏まえ、目標達成に向けて、どのように取り組んでいくことが有
効か。

● 本事業は、国費外国人留学生が卒業後に日本や世界で活躍することを
目指していると考えられるところ、この目的に鑑みて、成果目標・成果指標は
適切か。また、目的の達成に向けた事業改善に活かしていくためには、本事
業が目指すところや我が国における外国人留学生の現状を踏まえ、事業の
効果をどのように把握し、短期・中期・長期アウトカムの成果指標をどのよう
に設定し、取り組んでいくべきか。

６
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